
医療法人新仁会 奈良春日病院 

指定（介護予防）通所リハビリテーション 

重要事項説明書 

 

1. （介護予防）通所リハビリテーションを提供する事業所 

事業所名 医療法人新仁会 奈良春日病院 

通所リハビリテーション 

管理者名 院長 生 駒 行 拡 

所在地 〒６３０－８４２５ 

奈良県奈良市鹿野園町１２１２－１ 

電話番号 ０７４２－２４－４７７１ 

事業所番号 奈良市長指定 ２９１０１０１８１１ 

事業実施区域 奈良市（国道２４号線より以東。都祁・月ヶ瀬地区を除く。 

但し、振興山村地、辺地、特定農村地域を除く。） 

※事業所が定める通常のサービス提供実施区域を越えた、サービス提

供に要する交通費については、その実施区域ごとに別途、徴収するもの

とする。 

（交通費は、「７．サービス内容及び利用料」を参照のこと。） 

併設施設 ・奈良春日病院              １８６床 

 障害者施設等一般病棟          （２７床） 

地域包括ケア病床            （１５床） 

医療療養病棟              （９６床） 

特殊疾患病棟              （４８床） 

・奈良春日病院 介護医療院        １５２床 

・奈良春日病院 居宅介護支援事業所 

・訪問看護ステーションこまどり 

・春日グループホーム雪・月・花       ２７床 

 

2. 事業の目的 

要介護（要支援）者にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護サービスを提供します。 

 

3. 運営方針 

要介護（要支援）者に対し、継続的機能訓練を実施するとともに、“食事”・“排泄”・“入浴”等の介護

サービスを提供することで、可能な限り自宅での自立した日常生活を維持してもらいます。 



4. 職員体制 

当事業所でサービスを担当する職員数及び職務内容は以下の通りです。 

① 医師       ・・・１人 

利用者の心身状態の変化に注意を払い、健康管理を行います。 

② 看護・介護職員 

当事業所の看護・介護職員は、以下の通りです。看護・介護職員は利用者の病状及び心身の状

況に応じて、看護・介護を提供します。 

看護・介護職員 介護職員は利用者に応じて適当数  ・・・４人以上 

③ 理学・作業・言語療法士     ・・・１人以上 

日常生活を営むのに必要な機能改善を目指し、又はその減退を防止するための訓練を行います。 

 

5. 事業所の営業日及び時間 

月曜日から金曜日 ９：５０ ～ １６：００（送迎時間を除く） 

土曜日 ９：３０ ～ １２：００（送迎時間を除く） 

※１２月３０日～１月３日及び、日・祝日は休業させていただきます。 

 

6. 利用者の定員数 

４０人（土曜日は、６人） 

※ 定員数を超えて、お受けすることが出来ませんので、ご了承ください。 

また、ご利用変更時は、当日午前８時３０分までにご連絡をお願いします。 

 

7. サービス内容及び利用料 

(ア) 要介護（要支援）者を対象とし、事業サービス計画に基づいて、理学・作業又は言語などのリ

ハビリ専門スタッフによる心身機能の維持・回復を目指した機能訓練、必要に応じて食事や入

浴などの介護サービスを提供致します。 

(イ) 当サービスに係る利用料は以下の通りとなります。 

※ 地域区分：事業所の所在地（奈良市）が地域区分 ６級地に該当しますので、下記の所定単位

数に１単位 １０．３３円の単価を乗じて算定致します。 

(ウ) 特別な事情等により、「延べ利用者数の減が生じた月の実績」が前年度の平均延べ利用者数から

５％以上減少している場合、3 ヶ月間、基本報酬の３％を加算する。 

 

通常規模通所リハビリテーション費（6 時間以上 7 時間未満） 

要介護 1 

１日当たり ７１５単位（７，３８６円） 

利用者負担 

１割 ７３９円 

２割 １，４７８円 

３割 ２，２１６円 



要介護２ 

１日当たり ８５０単位（８，７８１円） 

利用者負担 

１割 ８７９円 

２割 １，７５７円 

３割 ２，６３５円 

要介護３ 

１日当たり ９８１単位（１０，１３４円） 

利用者負担 

１割 １，０１４円 

２割 ２，０２７円 

３割 ３，０４１円 

要介護４ 

１日当たり １，１３７単位（１１，７４６円） 

利用者負担 

１割 １，１７５円 

２割 ２，３５０円 

３割 ３，５２４円 

要介護５ 

１日当たり １，２９０単位（１３，３２６円） 

利用者負担 

１割 １，３３３円 

２割 ２，６６６円 

３割 ３，９９８円 

 

通常規模通所リハビリテーション費（２時間以上３時間未満） 

要介護１ 

１日当たり ３８３単位（３，９５７円） 

利用者負担 

１割 ３９６円 

２割 ７９２円 

３割 １，１８８円 

要介護２ 

１日当たり ４３９単位（４，５３５円） 

利用者負担 

１割 ４５４円 

２割 ９０７円 

３割 １，３６１円 

要介護３ 

１日当たり ４９８単位（５，１４５円） 

利用者負担 

１割 ５１５円 

２割 １，０２９円 

３割 １，５４４円 

要介護４ 

１日当たり ５５５単位（５，７３４円） 

利用者負担 

１割 ５７４円 

２割 １，１４７円 

３割 １，７２１円 

要介護５ 

１日当たり ６１２単位（６，３２２円） 

利用者負担 

１割 ６３３円 

２割 １，２６５円 

３割 １，８９７円 



その他の加算 

ａ．入浴介助加算Ⅰ 

   １日当たり ４０単位（４１４円） 

   利用者負担 ４２円（１割） 

     ８３円（２割） 

     １２４円（３割） 

ｂ．サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

   １日当たり １８単位（１８６円） 

   利用者負担 １９円（１割） 

     ３８円（２割） 

     ５６円（３割） 

ｃ．科学的介護推進体制加算 

   １月当たり ４０単位（４１４円） 

   利用者負担 ４２円（１割） 

     ８３円（２割） 

     １２４円（３割） 

ｄ．中山間地域等提供加算 

 （運営規定に定めている事業実施区域を越えてサービスを提供する場合に、所定 

単位数の５％を加算） 

ｅ．介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

 （当該サービスの総単位数（報酬額）×５．３％） 

 

介護予防通所リハビリテーション費 

要支援１ 

１月当たり ２，２６８単位（２３，４２９円） 

利用者負担 

１割 ２，３４３円 

２割 ４，６８６円 

３割 ７，０２９円 

要支援２ 

１月当たり ４，２２８単位（４３，６７６円） 

利用者負担 

１割 ４，３６８円 

２割 ８，７３６円 

３割 １３，１０３円 

その他の加算 

ａ．サービス提供体制加算Ⅱ １（要支援１の方） 

   １月当たり ７２単位（７４３円） 

   利用者負担 ７５円（１割） 

     １４９円（２割） 

     ２２４円（３割） 



  サービス提供体制加算Ⅱ ２（要支援２の方） 

   １月当たり １４４単位（１，４８７円） 

   利用者負担 １４９円（１割） 

     ２９８円（２割） 

     ４４７円（３割） 

ｂ．中山間地域等提供加算 

（運営規定に定めている事業実施区域を越えてサービスを提供する場合に、所定 

単位数の５％を加算） 

ｃ．介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

 （当該サービスの総単位数（報酬額）×５．３％） 

ｄ．科学的介護推進体制加算 

   １月当たり ４０単位（４１４円） 

   利用者負担 ４２円（１割） 

     ８３円（２割） 

     １２４円（３割） 

ｅ．利用開始日の属する月から１２月超え 要支援１ １２０単位／月減算 

     要支援２ ２４０単位／月減算 

  その他の費用としては、下記のものが実費負担となります。 

・食費（６時間以上７時間未満のサービスをご利用の方） ６００円／日 

      （おやつ代１００円／日を含む） 

 ・日用品費（おしぼり・お茶・レク材料費等）  １００円／日 

 ・オムツ代（※）     １００円／枚 

 ・パット代（※）     ５０円／枚 

  ※基本各自の持ち込みとなり、事業所分を使われた方のみ請求 

 ・交通費 

  （事業所が定める通常のサービス提供実施区域を越えた、サービス提供に要する 

交通費については、その実施区域ごとに別途、徴収するものとする。） 

  実施区域外 １０km 未満  片道１００円 

  実施区域外 １０km 以上  片道２００円 

8. 非常災害対策 

事業者は非常災害時に対して、以下の必要な措置を講じます。 

（１） 事業者は地域住民と共同して、防災計画を策定します。 

（２） 非常災害が発生した場合は、事業者が定める防災計画に基づき、利用者の安全を確保するた

めに必要且つ適切な措置を講じます。 

（３） 事業者は、非常災害時の具体的な方法、地域住民・関係機関等との連携を常時確保します。 

9. 感染症対策 

感染症の発生又はその再発を防ぐため、以下に掲げる措置を講じます。 

（１） 感染症防止のための委員会を設置し、定期的に開催することで、“早期発見”・“拡大防止”・

“予防”に努めます。 



（２） 感染症に対する指針を整備し、それに基づいて対応を図ります。 

（３） 従業者に対して、感染症予防のための研修を定期的に実施することで、感染症に対する意

識、知識や技術の向上に努めます。 

（４） 非常災害時に備えた感染症対策訓練を行います。 

10. 高齢者虐待 

利用者等への虐待を発生及びその再発を防ぐため、必要な措置を講じます。 

（１） 虐待防止のための委員会を設置し、サービスの向上・改善に努めます。 

（２） 従業者に対して、虐待を防ぐための研修を定期的に開催することで、人権意識の向上や、知

識・技術の向上に努めます。 

（３） 虐待に対するご相談等については、以下の担当者にご相談ください。 

虐待担当相談者： 

11. ハラスメント行為について 

事業者は、以下のハラスメント行為について事業所の安全性を確保するため固くお断りを致します。

状況に応じては、サービスの中断や契約の解除をお伝えさせていただくこともあります。 

・身体的暴力（身体的な力を使って、危害を及ぼす行為） 

・精神的な暴力（個人の尊厳や人格を、言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたり 

する行為） 

・セクシャルハラスメント（意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求性的な嫌が 

らせ行為） 

12. （介護予防）サービスに関する利用者からの苦情・相談に対応する窓口 

（介護予防）サービスに関する利用者からの苦情・相談に対応する為、担当者の配置改善措置、記

録の整備等必要な措置を講じる。 

当事業所への相談・苦情等については、担当ケアマネージャーは以下の関連機関等にご連絡くださ

い。 

事業所の窓口 

奈良春日病院 

通所リハビリテーション 

担当 齋藤 友伸 

   中西 義治 

〒６３０－８４２５ 

奈良県奈良市鹿野園町１２１２－１ 

TEL ０７４２－２４－４７７１（代表） 

市町村の窓口 

お住いの市町村にある、 

介護保険担当課にご相談を下さい。 

奈良市役所 介護福祉課 

〒６３０－８０１２ 

奈良県奈良市二条大路南１丁目１－１ 

TEL ０７４２－３４－５４２２（直通） 

公的団体の窓口 

奈良県国民健康保険団体連合会 

〒６３４－００６１ 

奈良県橿原市大久保３０２－１ 

TEL ０１２０－２１－６８９９（フリーダイヤル） 

 



奈良県運営適正化委員会 

〒６３４－００６１ 

奈良県橿原市大久保町３２０－１１ 

TEL ０７４４－２９－１２１２（代表） 

 

13. 介護サービス情報の公表について 

平成 18 年 4 月より、「介護サービス情報の公表」が導入をされております。 

当事業所においても、サービス改善などを公表することで、利用者から選ばれる居宅サービス事業

所を目指しております。（6 年ごとに更新） 

 

14. その他 

・職員への御心遣いは、固くご遠慮させていただきます。 

・貴重品（現金・貴重品類等）は、持参しないようにして下さい。 

・ご利用時の飲食物等のお持ち込みは、ご遠慮下さい。 

・ご利用中の状態変化につきましては、かかりつけ医に連絡することを原則と致します 

が、緊急時におきましては、当事業所に併設した「奈良春日病院」での処置、場合によっては転

医等の手続きを取らせていただくことがありますので、ご了承いただきますようお願いいたしま

す。 

（基本的にご家族様への連絡後とさせていただきますが、ご本人様の病状やご家族様への連絡が

取れない場合は、上記を優先させていただくことがありますのでご了承ください。） 

 

（付則） 

 この規定は、平成 15 年 11 月 1 日より施行する。 

 平成 17 年 10 月 01 日より重要事項説明書を改訂する。 

 平成 18 年 06 月 01 日より重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

 平成 21 年 04 月 01 日より重要事項説明書を改訂する。 

 平成 24 年 04 月 01 日より重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

平成 26 年 04 月 01 日より重要事項説明書を改訂する。 

平成 27 年 04 月 01 日より重要事項説明書を改訂する。 

平成 27 年 08 月 01 日より契約書、重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

平成 29 年 02 月 01 日より契約書を改訂する。 

平成 30 年 04 月 01 日より重要事項説明書を改訂する。 

平成 30 年 08 月 01 日より契約書、重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

平成 31 年 02 月 15 日より契約書、重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

平成 31 年 04 月 01 日より契約書、重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

令和 01 年 10 月 01 日より重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

令和 03 年 04 月 01 日より重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 

令和 04 年 10 月 01 日より重要事項説明書を改訂する。 

令和 06 年 06 月 01 日より重要事項説明書、事業所運営規定を改訂する。 


